
障害者虐待防止法を知っていますか
障害者虐待防止法とは、虐待によって障害者の権利などが脅かされることを防ぐ法律です。障害者虐待を受けた
と思われる障害者を見た人は、速やかに市や県に通報しなければならないという義務を定めています。障害者虐待
は、虐待する側の家族などにも支援が必要な場合もあります。問題が深刻化する前に早期に発見し、支援につなげ
ていくことが大切です。
「気になるな…｣｢ちょっと心配｣と感じたら、市障害者虐待防止センターに連絡してください。通報や届出をした
人の情報は守ります。また、支援に関する相談も受け付けています。障害者の虐待をなくすために、皆さんの協力
をお願いします。

障害者虐待防止法の対象
身体障害者、知的障害者、精神障害者（発達障害を含む）や、その他心身の障害により日常生活や社会生活が困
難で援助が必要な人です。

障害者虐待の種類
障害者虐待防止法では虐待を以下の3種類に分けています。
・養護者（家族や親族）による虐待
・障害者福祉施設従事者などによる虐待
・使用者（障害者を雇っている事業主など）による虐待

これらは虐待です
身体的虐待　暴行を加えたり、正当な理由なく身体を拘束す

ること
放棄・放任　食事や入浴、排せつなどの世話をしないこと
心理的虐待　著しい暴言、拒絶的な対応、差別的な言動など
性 的 虐 待　わいせつな行為をしたり、させることなど
経済的虐待　本人の同意なしに年金や賃金を使うことなど

■問　福祉課社会福祉係　☎95－9884

障害のある人の権利を守りましょう

市では、中小企業従業員の福祉増進や雇用の安定のために、以下の共済制度に新規に加入した事業所に対し、当
初の1年間の掛金の10％（中退共）、20％（特退金）を補助しています。契約日から12か月経過した月の属する年
度末までに申請してください。

特色
・独自に退職金制度を持つことが困難な中小企業でも、大企業並みの退職金が支
払えます。
・毎月定額の掛金で、将来支払うべき退職金を計画的に準備できます。
・掛金は、税法上損金又は必要経費として全額非課税です。
・従業員の確保と定着化を図り、企業経営の発展に役立ちます。

■問　商工課企業応援係　☎95－9895

企業の退職金準備は中退共・特退金で
掛け金の一部を補助します

市障害者虐待防止センター　平日…8時30分～17時15分　 ☎41－3377　■℻48－2940
市社会福祉協議会　平日夜間…17時15分～翌8時30分　休日…終日　☎090－3833－4701連絡先

中小企業退職金
共済制度

制度

特定退職金
共済制度

問い合わせ
勤労者退職金共済機構中小企業退職金共済事業本部
名古屋コーナー　☎052－856－8151
碧南商工会議所　☎41－1100
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障害者差別解消法（障害を理由とする差別の解消の推進に関する
法律）により、障害のある人への合理的配慮などが求められていま
す。
障害者差別解消法とは、障害を理由とする差別の解消の推進に関

する基本的な事項や、国の行政機関、地方公共団体など及び民間事
業者における障害を理由とする差別を解消するための措置などにつ
いて定めることによって、全ての国民が障害の有無によって分け隔
てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する
社会の実現につなげることを目的としたものです。
障害を理由とする差別とは、障害を理由として、正当な理由なく、

サービスの提供を拒否したり、制限したり、条件を付けたりするよ
うな行為をいいます（不当な差別的取り扱い）。
また、障害のある人から何らかの配慮を求める意思の表明があっ

た場合には、負担になり過ぎない範囲で、社会的障壁を取り除くた
めに必要な合理的配慮を行うことが求められます。合理的配慮を行
わないことで、障害のある人の権利利益が侵害される場合も、差別
に当たります。

■問　福祉課社会福祉係　☎95－9884

知っていますか？合理的配慮

社会的障壁の例
社会的障壁とは、障害のある人にとって、日常生活や社会生活を送るうえで

障壁となるようなものを指します。
街中の段差　3cm程度の段差で車椅子は進めなくなります
書　　　　類　難しい漢字ばかりでは、理解しにくい人もいます
ホームページ　全て画像だと読み上げソフトが機能しません

合理的配慮の具体例
・段差がある場合に、車椅子利用者に対し、キャスター上げなどの補助をする
・意思疎通が不得意な障害者に対し、分かりやすい方法（図や書面など）によ
り意思を確認する

・順番を待つことが苦手な障害者に対し、周囲の者の理解を得たうえで、手続
きの順番を入れ替える

不当な差別的取り扱いの例
・障害があることを理由に窓口対応を拒否する
・障害があることを理由に対応の順序を劣後させる
・障害があることを理由に書面の交付、資料の送付、パンフレットの提供などを拒む
・障害があることを理由に説明会、シンポジウムなどへの出席を拒む
・事務や事業の遂行上、特に必要でないにもかかわらず、障害があることを理由に、来庁のときに付き添い者
の同行を求めるなどの条件を付けることや特に支障がないにも関わらず付き添い者の同行を拒む

22021.10.1


